
6

Ｄ 

公
共
施
設
の
管
理
運
営
の
見
直

し
【
目
標
額
　
三
億
千
二
百
万
円
（
同
）】 

 

　
指
定
管
理
者
制
度
の
活
用
や
委
託
・

民
営
化
を
推
進
し
、
効
率
的
な
施
設

運
営
を
推
進
し
ま
す
。
ま
た
、
町
立 

幼
稚
園
の
統
廃
合
や
町
立
保
育
園
の

民
営
化
を
検
討
し
ま
す
。 

  

　

◎
計
画
達
成
後
の
す
が
た 

 

　
こ
の
計
画
が
達
成
さ
れ
た
場
合
、

最
終
年
度
に
お
け
る
本
町
の
財
政
状

況
を
分
析
す
る
と
、
次
の
よ
う
に
な

り
ま
す
。 

 

○
歳
入
面
で
は
三
位
一
体
改
革
や
徴

収
体
制
の
強
化
な
ど
に
よ
り
町
税
収

入
の
割
合
が
大
幅
に
増
加
し
、
赤
字

補
て
ん
の
た
め
の
町
債
発
行
が
な
く

な
り
ま
す
。 

○
歳
出
面
で
は
、
人
件
費
が
大
幅
に

削
減
さ
れ
、
一
般
会
計
予
算
に
占
め

る
人
件
費
の
比
率
は
、
平
成
17
年
度

当
初
の
32
・
７
％
か
ら
27
・
５
％
と

５
ポ
イ
ン
ト
以
上
も
改
善
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
財
政
調
整
基
金
へ
の
積
み
立

て
も
可
能
と
な
り
ま
す
。 

 

　
ま
た
、
財
政
の
健
全
度
を
示
す
重

要
な
指
標
の
経
常
収
支
比
率
※
７
は
、

平
成
16
年
度
決
算
時
の
96
・
３
％
か

ら
約
85
・
７
％
へ
と
大
幅
に
改
善
さ

れ
、
赤
字
補
て
ん
債
の
借
入
抑
制
に

よ
り
町
債
の
元
金
残
高
も
削
減
さ
れ

る
見
込
み
で
す
。
そ
し
て
、
自
主
財

源
比
率
※
８
が
平
成
17
年
度
当
初
の

73
・
８
％
か
ら
約
85
・
０
％
と
10
ポ

イ
ン
ト
以
上
も
上
昇
し
、
自
立
し
た

財
政
運
営
体
制
が
お
お
む
ね
確
立
さ

れ
る
見
込
み
で
す
。 

 

※
７
　
経
常
収
支
比
率
　
人
件
費
や
扶
助

費
等
の
義
務
的
な
経
常
経
費
が
、
町
税
や

地
方
交
付
税
等
の
経
常
的
な
一
般
財
源
総

額
に
占
め
る
割
合
の
こ
と
で
す
。
地
方
自

治
体
の
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
測
定
す
る

指
標
と
し
て
用
い
ら
れ
、
こ
の
数
値
が
低

い
ほ
ど
弾
力
的
な
構
造
だ
と
い
え
ま
す
。 

※
８
　
自
主
財
源
比
率
　
町
税
や
使
用
料

等
、
地
方
自
治
体
が
自
主
的
に
収
入
す
る

こ
と
が
で
き
る
財
源
を
「
自
主
財
源
」
と 

い
い
、
国
県
支
出
金
や
地
方
交
付
税
等
の

よ
う
に
国
や
県
の
事
情
に
よ
り
左
右
さ
れ

る
財
源
を
「
依
存
財
源
」
と
言
い
ま
す
。

収
入
総
額
に
占
め
る
自
主
財
源
の
比
率
を

表
し
た
も
の
が
自
主
財
源
比
率
で
す
。  

  

　
計
画
の
推
進
に
あ
た
り 

 

　
以
上
の
と
お
り
、
こ
の
計
画
は
町

政
の
全
般
に
わ
た
り
抜
本
的
な
見
直

し
を
図
る
大
変
厳
し
い
内
容
と
な
っ

て
い
ま
す
。
計
画
の
実
施
に
あ
た
っ

て
は
、
行
政
の
取
り
組
み
は
も
と
よ

り
、
町
民
の
皆
様
の
ご
理
解
と
ご
協

力
が
必
要
不
可
欠
で
す
。 

 

◎
問
い
合
わ
せ 

財
政
課
　
　
内
線
２
１
５ 

                 

表４　財政健全化計画年次別計画 

実　施　項　目 

①歳入確保に向けた取り組み 

②歳出削減に向けた取り組み 

③計画額計（①＋②） 

④年次別目標額 

⑤実質収支（③－④） 

A 人件費の抑制 

D 公共施設管理運営見直し 

B 経常経費の削減 

A 町税収入の確保 

C 財産の処分 

D 財政調整基金繰入 

C 補助金等の見直し 

B 受益者負担の適正化 

年次別計画額 
18年度 

143

30

2

16

95

236

131

90

15

0

379

379

0

382

30

5

62

285

329

143

93

15

78

711

711

0

269

30

5

202

32

392

179

105

30

78

661

661

0

287

30

5

200

52

422

199

115

30

78

709

709

0

235

30

5

200

0

466

243

115

30

78

701

669

32

1,316

150

22

680

464

1,845

895

518

120

312

3,161

3,129

32

19年度 20年度 21年度 22年度 累 計 
主な取り組み内容 

・徴収強化の取り組み 
・課税客体補足の徹底　等 

・職員給与、管理職手当等削減 
・職員数の削減（29人純減） 
・特別職等の人数、報酬見直し　等 

・各種施設等維持管理費の削減 
・一般廃棄物処理費の削減 
・委託業務等仕様の見直し 
・町史編さん業務の終了 
・事務事業の広域化の推進 
・特別会計繰出金の抑制 
・各種イベントの見直し　等 

・未利用財産等の処分 

・財源調整のための基金繰入 

・補助金・交付金・負担金の見直し 

・使用料、手数料の定期的見直し 
・減免規定の見直し 
・新たな使用料、手数料の創設 
・受益者負担の見直し　等 

・町立幼稚園の統合 
・町立保育園の民営化 
・福祉施設、社会教育施設、公園等 
　の委託・指定管理者導入　等 

（単位：百万円） 


